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はじめに（計画の基本的な考え方）
（平成２６年１２月）

１ 計画策定の趣旨

消費者をめぐる状況は厳しく、消費生活と経済社会との関わりがグローバル化、

高度情報化の進展等により多様化・複雑化している一方、地域・家庭のつながり

が弱まるなか、消費者被害についても多様化・深刻化しています。

県消費生活センターにおける消費生活相談件数は、平成１６年度をピークとし減

少傾向にありましたが、平成２５年度には９年ぶりに増加に転じました。相談内容

は、インターネット関連、架空・不当請求、送りつけ商法など多岐にわたっており、

内容も多様化・複雑化しています。

県では、「福島県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」に基づき、消費者

が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することを中核とし

た消費者の自立の支援のため、消費者行政執行体制の充実強化を図るとともに消

費生活に関する知識の普及、情報を発信し、各世代の消費者被害の特性に応じた

教育・啓発事業に取り組んできました。

平成２４年１２月に、消費者教育の総合的・一体的な推進及び国民の消費生活の

安定・向上に寄与することを目的とし、「消費者教育の推進に関する法律」が施行

され、平成２５年６月には、「消費者教育の推進に関する基本的な方針」（以下「基

本方針」という。）が閣議決定されました。

基本方針では、消費者が、安全に安心して、豊かな消費生活を営むことができ

る社会の実現のために、関係法令等の適正な執行、消費者被害の救済だけではな

く、消費者自身が消費生活に関する知識を習得し、適切な行動に結びつける実践

的能力を有し、自ら考え自ら行動する自立した消費者となることが求められてい

ます。

県では、この基本方針に基づき、国、市町村、関係団体等との連携・協働により、

消費者教育を体系的・効果的に推進していくため、「福島県消費者教育推進計画」

を策定することとしました。

２ 計画の位置付け

この計画は、消費者教育の推進に関する法律第１０条に基づき、国の基本方針を

踏まえて策定する計画です。
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３ 計画の期間

計画の期間は、平成２７年度から令和３（２０２１）年度までの７年間とします。

社会情勢等の変化に対応するため、３年を目途に中間的な見直しをすることとし

ます。
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Ⅰ 消費者教育推進の意義

１ 消費者を取り巻く現状と課題

すべての人は、日常生活を送るに当たって日々消費活動を行っており、一生を通

じて消費者です。

家計消費は、平成２８年は２９１．９兆円で、経済全体（国内総生産（ＧＤＰ））

の過半数を占め、消費者の消費活動は、経済社会全体に大きな影響を及ぼしてい

ます。消費者の安全・安心の確保は、消費の拡大、さらには経済の好循環の実現

にとって大前提となっています。それとともに、経済社会においては、日常生活

における利便性の向上が追及され、資源やエネルギーの消費量も増加の一途をたど

っており、地球温暖化等の環境問題や経済社会の様々な問題が、産業活動のみなら

ず、消費活動によるところも大きいことを考慮していかなくてはなりません。

また、平成２３年３月１１日の東日本大震災の経験から明らかになったことは、

非常時、緊急時こそ単に自己の利益のための消費行動をとるのではなく、他者への

配慮や社会的な影響にも高い関心を持ち行動すべきことが、より強く求められるこ

とです。東日本大震災直後には、被災地以外でのミネラルウォーターや乾電池等の

買いだめによって品不足が生じたり、また、インターネット上も含めた必ずしも根

拠が十分ではない情報により消費者が不安に陥り、放射能に係る風評が立つなど、

現在に至っても本県は深刻な影響を被っています。

こうした状況に対応するため、消費者自身が消費生活に関する知識を習得し、

自らの行動が社会に影響を与えることの自覚と環境に配慮した商品の選択やエネ

ルギーの節約など、日常の消費生活における省資源・省エネルギー等環境に配慮

した行動が求められています。さらには、将来世代のニーズを損なわないために、

ライフサイクル全般を通じて天然資源の利用及び有害物質や廃棄物・汚染物質の排

出を最小限に抑える一方で、基本的なニーズを満たし生活の質を向上させるような

ものやサービスを使用すること、すなわち持続可能な消費の実践が求められてい

ます。

日本の高齢化率は、平成２９年９月には、２７．７％と過去最高となっており、

約５人に１人が７０歳以上となっています。高齢化率は今後も上昇を続け、平成

５２（２０４０）年には３５％ほどになると見込まれます。本県の高齢化率は、

平成２９年８月現在３０．１％で、全国平均を２．４ポイント上回っているなど

高齢化がますます進行しています。

また、人口の減少による地域のつながりの希薄化が深刻になっている中、一人

暮らしの高齢者が増加し、日常的に人との交流のない社会的に孤立した生活を送る

人も増えています。

このような身近に相談できる人がいない高齢者が悪質業者のターゲットとされ

ることも問題となっています。
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全国の消費生活センター等に寄せられた消費生活相談状況によると、平成２８

年は８８万７，０００件でした。契約当事者の年齢をみると、高齢者の割合が２

７．５％と３割近くを占めており、この傾向は平成２５年以降変わっていません。

相談件数の多い商品・サービスは、８０歳以上を除く全ての年代でデジタルコ

ンテンツが１位となりました。

また、インターネットを利用している個人の割合は、平成２８年には約８４％

となっています。スマートフォンの保有者が６割近くなり、世代的にも若者から

中高年まで利用が広がっています。また、インターネットを利用した取引は大き

く増加しています。

インターネット通販の発達は、海外との取引も容易になるなど利便性が高まる

利点があるものの、消費者トラブルの複雑化にも繋がっている現状があります。

そのほか、高齢者を中心に健康グッズを販売していた会社により、多額の消費

者被害が発生する事件が起き、一方、若年者に関しては、民法改正により成年年

齢が引き下げられることになります。

消費者庁の消費者被害額の推計によると、２０１６年消費者被害額（既支払額

（信用供与含む）ベース）は４．８兆円に上っています。

消費者が、安全に安心して、豊かな消費生活を営むことができる社会の実現のた

めに、消費者自身が合理的な意思決定を行い、被害を認識し、危害を回避したり、

被害にあってしまった場合に適切に対処することが出来る能力を身に付けた、自ら

考え自ら行動する自立した消費者となることが求められています。

県消費生活センターにおける消費生活相談件数は、全国と同様に、平成１６年

度をピークとし減少傾向にありますが、平成２８年度の相談件数は５，６３０件

に上っています。消費生活相談における高齢者の比率は依然として高く、７０歳

以上の相談は全体の約１７％、６０歳以上の相談は３５％近くを占めています。

商品・役務別で見ると、全国の状況と同様にデジタルコンテンツが１位となっ

ており、そのほか、インターネット接続回線等が多く、また、販売方法・手口別

で見ると電話勧誘・訪問販売等が多く、いずれも内容は多岐に渡り、多様化・複

雑化しています。

東日本大震災関連の相談は減少傾向にあるものの、野菜、米等食品に含まれる放

射性物質に関する相談が依然として見られます。

なお、県や市消費生活相談センター等で受けた相談件数の合計は、12,000件を超

えて推移しています。（平成27年度：12,675件、平成28年度：12,518件、平成29年

度：12,748件）
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２ 消費者教育の成り立ち

消費者教育という言葉が本格的に登場したのは、高度経済成長期であり、家庭

電化が進み、次々と新商品が登場したため、それらの正しい使い方の普及などが

必要となったという状況からでした。

その後、大量生産・大量消費の時代の中で生産過程で問題があると市場に多く

の欠陥品が出回ることとなり、消費者被害が多発し、消費者と事業者との間の情

報の質・量や交渉力の格差による消費者問題が顕在化したことを背景に、昭和４

３年、消費者保護基本法が制定され、各地に消費生活センターが誕生するととも

に、次第に消費者向けの啓発、教育の取組が行われるようになりました。

平成元年の学習指導要領の改訂の際には、消費者教育が家庭科や社会科などに

本格的に取り込まれることとなり、平成１６年には消費者保護基本法を改正した

消費者教育基本法が制定され、消費者の自立の支援と消費者の権利の尊重が打ち

出され、消費者教育は消費者の権利の一つとして明確に位置づけられました。

平成２４年には消費者教育の推進に関する法律が制定され、消費者教育は国や

地方公共団体の責務として位置づけられることとなりました。
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３ 消費者教育の推進の必要性

消費者教育は、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育

（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解

及び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動をいいます。

（１）消費者の自立を支援
消費者が、安全に安心して、豊かな消費生活を営むことができる社会の実現

のために、消費者被害の防止のための情報提供や法執行、被害救済措置が重要

ですが、それとともに、消費者自身が合理的な意思決定を行い、被害を認識し、

危害を回避したり、被害にあった場合に適切に対処することができる、自ら考

え自ら行動する自立した消費者の能力を身につけることが重要です。また、自

身のみではなく、高齢者や障がい者など生活に支援が必要な方を見守る立場の

人を育成することも重要です。

（２）消費者市民社会の形成に寄与
また、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつ

つ、自らの消費生活に関する行動が将来にわたって地域社会や内外の社会経済

情勢、地球環境等にまで影響を及ぼし得ることを自覚し、主体的に公正かつ持

続可能な社会の形成に積極的に参画できる消費者市民社会の形成に寄与できる

ような消費者を育成することが求められています。

誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受

ける機会を提供し、幼少期から高齢者まで、各世代に応じた消費者教育を総合

的、体系的、効果的に推進していく必要があります。
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Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向

１ 体系的な消費者教育の推進
幼児期から高齢期までの各段階の特性に配慮して、体系的に消費者教育を実施

していきます。

（１）消費者教育が育むべき力

消費者教育の範囲は広く、消費生活はあらゆる領域に関連します。

消費者教育の対象領域を４つに分類し、それぞれの領域で育むべき力（目標）

を示します。

① 消費者市民社会の構築に関する領域

ア 自らの消費が、環境、経済、社会及び文化等の幅広い分野において、他

者に影響を及ぼしうるものであることを理解し、適切な商品やサービス

を選択できる力

イ 持続可能な社会の必要性に気づき、その実現に向けて多くの人々と協力

して取り組むことができる力

ウ 消費者が、個々の消費者の特性や消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、

主体的に社会参画することの重要性を理解し、他者と協働して消費生活

に関連する諸課題の解決のために行動できる力

※ 「消費者市民社会」とは、「消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活

の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将

来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得る

ものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参

画する社会」と定義されています。（消費者教育の推進に関する法律第２条

第２項）

※ 平成２９年４月、消費者庁は、消費者市民社会の形成への動きである「倫

理的消費」（エシカル消費）について、取りまとめました。「倫理的消費」（エ

シカル消費）とは、「消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を

考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を応援しながら消費活動を行

うこと」であり、その具体例として、障がい者支援につながる商品の購入

（人への配慮）、フェアトレード商品、寄付付きの商品の購入（社会への配

慮）、エコ商品、リサイクル製品、資源保護等に関する認証がある商品の購

入（環境への配慮）、地産地消、被災地産品の購入（地域に対する配慮）を

示しています。
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② 商品等やサービスの安全に関する領域

ア 商品等やサービスの情報収集に努め、内在する危険を予見し、安全性に

関する表示等を確認し、危険を回避できる力

イ 商品等やサービスによる事故・危害が生じた際に、事業者に対して補償

や改善、再発防止を求めて適切な行動をとることができる力

③ 生活の管理と契約に関する領域

ア 適切な情報収集と選択による、将来を見通した意思決定に基づき、自ら

の生活の管理と健全な家計運営をすることができる力

イ 契約締結による権利や義務を明確に理解でき、違法・不公正な取引や勧

誘に気づき、トラブルの回避や事業者等に対して補償、改善、再発防止

を求めて適切な行動をとることができる力

④ 情報とメディアに関する領域

ア 高度情報化社会における情報や通信技術の重要性を理解し、情報の収集・

発信により消費生活の向上に役立てることができる力

イ 情報、メディアを批判的に吟味して適切な行動をとるとともに、個人情

報管理や知的財産保護等、様々な情報を読み解く力を身に付け、活用で

きる力
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（２）消費者教育の体系イメージマップ

国では、幼児期から高齢期までの各段階に応じて身につけていくべき内容について、「消費者教育の体系イメ
ージマップ」（平成２５年１月消費者教育推進のための体系的プログラム研究会取りまとめ）に分かりやすく示
しています。

幼児期 小学生期 中学生期 高校生期
成人期

特に若者 成人一般 特に高齢者

各期の特徴 様々な気づきの体験を
通じて、家族や身の回
りの物事に関心をもち、
それを取り入れる時期

主体的な行動、社会や
環境への興味を通して、
消費者としての素地の
形成が望まれる時期

行動の範囲が広がり、
権利と責任を理解し、
トラブル解決方法の
理解が望まれる時期

生涯を見通した生活の管
理や計画の重要性、社会
的責任を理解し、主体的
な判断が望まれる時期

生活において自立を進
め、消費生活のスタイ
ルや価値観を確立し自
らの行動を始める時期

精神的、経済的に自立
し、消費者市民社会の
構築に、様々な人々と
協働し取り組む時期

周囲の支援を受けつつ
も人生での豊富な経験
や知識を消費者市民社
会構築に活かす時期

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築

商
品
等
の
安
全

生
活
の
管
理
と
契
約

情
報
と
メ
デ
ィ
ア

トラブル対応能
力

商品安全の理
解と危険を回
避する能力

選択し、契約す
ることへの理解
と考える態度

生活を設計・管
理する能力

情報の収集・処
理・発信能力

消費生活情報
に対する批判的
思考力

情報社会の
ルールや情報
モラルの理解

消費がもつ
影響力の理解

持続可能な
消費の実践

消費者の参画・
協働

困ったことがあったら身近

な人に伝えよう

くらしの中の危険や、もの

の安全な使い方に気づこ

う

約束やきまりを守ろう

欲しいものがあったときは、

よく考え、時には我慢する

ことをおぼえよう

支え合いながらトラブル解

決の法律や制度、相談機

関を利用しよう

安全で危険の少ないくらし

の大切さを伝え合おう

生活環境の変化に対応し

支え合いながら生活を管

理しよう

契約トラブルに遭遇しない

暮らしの知恵を伝え合おう

身の回りの情報から「な

ぜ」「どうして」を考えよう

支え合いながら情報と情

報技術を適切に利用しよ

う

支え合いながら、トラブル

が少なく、情報モラルが守

られる情報社会をつくろう

支え合いながら消費生活

情報を上手に取り入れよ

う

消費者の行動が環境、経

済、社会に与える影響に

配慮することの大切さを伝

え合おう

支え合いながら協働して

消費者問題その他の社会

課題を解決し、公正な社

会をつくろう

持続可能な社会に役立つ

ライフスタイルについて伝

え合おう

身の回りのさまざまな情

報に気づこう

身の回りのものを大切に

しよう

協力することの大切さを知

ろう

自分や家族を大切にしよ

う

おつかいや買い物に関心

を持とう

トラブル解決の法律や制

度、相談機関を利用しや

すい社会をつくろう

安全で危険の少ないくらし

と消費社会をつくろう

経済社会の変化に対応し、

生涯を見通した計画的な

くらしをしよう

契約とそのルールを理解

し、くらしに活かそう

情報と情報技術を適切に

利用するくらしをしよう

トラブルが少なく，情報モ

ラルが守られる情報社会

をつくろう

消費生活情報を主体的に

評価して行動しよう

生産・流通・消費・廃棄が

環境、経済、社会に与える

影響に配慮して行動しよう

地域や職場で協働して消

費者問題その他の社会課

題を解決し、公正な社会

をつくろう

持続可能な社会を目指し

たライフスタイルを実践し

よう

トラブル解決の法律や制

度、相談機関を利用する

習慣を付けよう

安全で危険の少ないくらし

方をする習慣を付けよう

生涯を見通した計画的な

くらしを目指して、生活設

計・管理を実践しよう

契約の内容・ルールを理

解し、よく確認して契約す

る習慣を付けよう

情報と情報技術を適切に

利用する習慣を身に付け

よう

情報社会のルールや情報

モラルを守る習慣を付け

よう

消費生活情報を主体的に

吟味する習慣を付けよう

生産・流通・消費・廃棄が

環境、経済、社会に与える

影響を考える習慣を身に

付けよう

消費者問題その他の社会

課題の解決や、公正な社

会の形成に向けた行動の

場を広げよう

持続可能な社会を目指し

たライフスタイルを探そう

トラブル解決の法律や制度、

相談機関の利用法を知ろう

安全で危険の少ないくらし

と消費社会を目指すことの

大切さを理解しよう

主体的に生活設計を立てて

みよう

生涯を見通した生活経済の

管理や計画を考えよう

適切な意思決定に基づい

て行動しよう

契約とそのルールの活用に

ついて理解しよう

情報と情報技術の適切な

利用法や、国内だけでなく

国際社会との関係を考えよ

う

望ましい情報社会のあり方

や、情報モラル、セキュリ

ティについて考えよう

消費生活情報を評価、選択

の方法について学び、社会

との関連を理解しよう

生産・流通・消費・廃棄が環

境、経済や社会に与える影

響を考えよう

身近な消費者問題及び社

会課題の解決や、公正な社

会の形成に協働して取り組

むことの重要性を理解しよう

持続可能な社会を目指して、

ライフスタイルを考えよう

販売方法の特徴を知り、

トラブル解決の法律や制

度、相談機関を知ろう

危険を回避し、物を安全

に使う手段を知り、使おう

消費に関する生活管理の

技能を活用しよう

買い物や貯金を計画的に

しよう

商品を適切に選択すると

ともに、契約とそのルー

ルを知り，よりよい契約の

仕方を考えよう

消費生活に関する情報の

収集と発信の技能を身に

付けよう

著作権や発信した情報へ

の責任を知ろう

消費生活情報の評価、選

択の方法について学び、

意思決定の大切さ知ろう

消費者の行動が環境や

経済に与える影響を考え

よう

身近な消費者問題及び

社会課題の解決や、公正

な社会の形成について考

えよう

消費生活が環境に与える

影響を考え、環境に配慮

した生活を実践しよう

困ったことがあったら身近

な人に相談しよう

危険を回避し、物を安全

に使う手がかりを知ろう

物や金銭の大切さに気づ

き、計画的な使い方を考

えよう

お小遣いを考えて使おう

物の選び方、買い方を考

え適切に購入しよう

約束やきまりの大切さを

知り、考えよう

消費に関する情報の集め

方や活用の仕方を知ろう

自分や知人の個人情報を

守るなど、情報モラルを知

ろう

消費生活情報の目的や特

徴、選択の大切さを知ろう

消費をめぐる物と金銭の

流れを考えよう

身近な消費者問題に目を

向けよう

自分の生活と身近な環境

とのかかわりに気づき、物

の使い方などを工夫しよう

重点領域

※本イメージマップで示す内容は、学校、家庭、地域における学習内容について体系的に組み立て、理解を進めやすいように整理したものであり、学習指導要領との対応関係を示すものではありません。

Ver.1.0
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２ 効果的な消費者教育の推進
消費者教育は、知識を一方的に与えることではなく、日常生活の中での実践的

な能力を育み、社会の消費者力の向上を目指して行われるべきもので、効果的に

進めていく必要があります。

（１）消費者の特性に配慮して実施
消費者教育を効果的に進めるために、消費者の特性に配慮して実施します。

消費者の年齢、性別、障がいの有無のほか、場合によっては、消費生活に

関する知識の量、就業の状態、居住形態、時間的余裕の有無、情報通信機器

の利用の状況などの特性が考えられます。また、経済的自立の程度による格

差が、消費者問題の発生にも影響を与えている面もあります。

（２）ライフステージに応じた教育の場の活用
消費者教育を効果的に進めるために、学校、地域、家庭、職域等の様々な

場を活用して効果的に実施します。

（３）各主体の役割と連携・協働
国の役割としては、制度的な枠組みの構築のほか、先進的な取組情報を集

約し、各地方公共団体等へ提供することなどが挙げられます。市町村におい

て消費者教育に取り組むにあたっては、より住民に密着し地域の特性に合っ

た内容や手法を用いることができ、その充実により、消費者一人一人に対し

て隙間なく消費者教育の機会を提供することが期待されます。

県は、広域的な観点から市町村の取組を支援し、市町村間での格差を埋め

ることにより、消費者に提供される消費者教育の水準を確保します。また、

消費者行政担当部局と各部局が連携し、施策を推進していきます。

地域においては、多様な立場の担い手の協力が期待されるため、消費者団

体、事業者・事業者団体、ＮＰＯ、学識経験者、法曹関係者や福祉関係者等

の多様な主体のそれぞれの特性を生かした連携・協働の仕組みを作ります。

（４）関連教育との連携推進
消費者の自立を支援し、消費者市民社会の形成に参画することの重要性に

ついて理解及び関心を深めるため、消費者教育と重なる部分が多い環境教育、

食育、国際理解教育、法教育、金融経済教育、さらに、東日本大震災による

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、放射線教育と相乗効果をも

たらすよう有機的な連携を推進します。

ふくしま新生プランでは、「夢・希望・笑顔に満ちた“新生ふくしま”」を
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基本目標に掲げております。その中の「人と地域が輝く“ふくしま”」では、

現在の本県の状況を踏まえた「教育」の目標が示されており、その中の消費

者教育に関連するものと連携し推進していきます。

本県の消費者関連教育の取組み（新生プラン）

○ 豊かな心の育成に関する取組

震災の教訓や先人の教えなどを生かした道徳教育の充実、自然体験活動、

ボランティア活動、読書活動の推進などにより、いのちや自然を大切にする

心、思いやりの心、郷土を愛する心、社会性、規範意識などの豊かな心の育

成を図ります。また、被災した児童生徒を始め、子どもたちの心のケアなど

の対応のためスクールカウンセラーを配置するなど、教育相談体制の充実を

図ります。

○ 健やかな体の育成に関する取組

食育の推進などにより、望ましい食習慣や生活習慣を身に付けさせ、健康

に対する意識を高めるとともに、学校体育や運動部活動などの充実により体

力の向上を図ります。また、放射線と食の安全についての正しい知識と、そ

れに基づく判断力、行動力を育成します。

○ 東日本大震災・原子力災害を踏まえた教育に関する取組

震災の教訓を生かした道徳教育、防災意識の高揚や災害時に主体的に行動

する態度などの育成のための防災教育、医学・産業の基盤となる理数教育、

児童生徒の発達段階に応じた放射線教育など、東日本大震災・原子力災害を

踏まえた教育を推進します。

○ キャリア教育に関する取組

地域や企業などとの連携による職場体験活動やインターンシップの実施な

どによる発達段階に応じた勤労観・職業観の醸成・育成や、教育活動全体を

通した基礎的・汎用的能力の育成など、一人一人の社会的・職業的自立に向

け必要な能力を育成するため、小学校段階からの計画的かつ継続的なキャリ

ア教育を推進します。

○ 特別支援教育に関する取組

障がいのある子どもたちが地域で共に学び、共に生きることができるよう、

医療、保健、福祉、教育、労働などの関係機関と連携を深めながら、一人一
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人のニーズに対応した特別支援教育の充実を図ります。

○ 情報活用能力、情報モラル教育に関する取組

児童生徒が、社会の情報化の進展に主体的に対応できるよう、情報活用能

力を高める教育を推進するとともに、情報モラル教育の充実を図ります。

○ 国際理解教育、外国語教育に関する取組

外国語教育の充実や国際理解教育の推進により、外国語によるコミュニケ

ーション能力や異文化への理解を高め、国際化の進展に対応できる人づくり

を進めます。

〈参考〉主な関連教育と消費者教育との関係性

（「消費者教育の推進に関する基本的な方針」から要約）

○ 環境教育

環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律に基づいて推進され

ており、持続可能な開発のための教育の視点を取り入れた環境教育の実践が

特に重要である。このため、環境に対する知識や考えのほか、社会の多様性

や将来に対する責任、資源やエネルギーの有限性など、自ら考え、自ら行動

する人づくりを推進している。こうした施策は、生産・流通・消費・廃棄の

社会経済システムの理解や環境とのバランスを考えた日常の消費生活や事業

活動等へ結び付くものであり、消費者教育の側面からも効果的である。消費

生活の足場ともいえる環境保全や、そのために行われる環境教育は、持続可

能な消費の実践を目指す消費者教育との関わりが深く、連携を図ることによ

り、消費者教育の効果も高まる。

○ 食育

食育基本法に基づいて推進されており、食育の取組の中で、マナーの習得、

「もったいない」という意識のかん養、食品ロスの削減や地産地消の推進と

いった取組は、持続可能な社会の形成を目指す消費者教育の課題でもあり、

また、栄養バランス等の観点から適切な食生活を送ること、食品の安全性に

関する知識と理解を深めること等は、栄養表示を含めた食品表示を正しく理

解することを始め、食における危険を回避する能力を育む消費者教育と密接

な関係がある。

○ 国際理解教育

社会経済の国際化に合わせ、海外の文化や外国の人々との接点を理解させ、
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地球規模の社会課題（環境や資源など）を考えさせることなどをねらいとし

ている。これは、国内外の社会情勢及び地球環境に与える影響を自覚すると

いう点で消費者市民社会の形成に向けた教育と深く関係しており、消費者教

育の重要な要素と位置付けられる。
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Ⅲ 消費者教育の推進の内容

１ 様々な場における消費者教育
（１）学校等
平成２８年１２月２１日の中央教育審議会の答申を受け、平成２９年３月に小

・中学校の学習指導要領が、平成２９年４月に特別支援学校小学部・中学部の学

習指導要領が、平成３０年３月に高等学校の学習指導要領が改訂されました。今

回の改訂は、これまでの学校教育の実践や蓄積をいかし、子供たちが未来社会を

切り拓くために必要となる資質・能力を一層確実に育成することを目指すもので

す。子供たちの現状・課題を踏まえ、知識及び技能の習得と思考力、判断力、表

現力等の育成のバランスを重視する現行学習指導要領の枠組みや教育内容を維持

した上で、知識の理解の質を更に高め、確かな学力等を育成していくこととして

います。

今回改訂された小・中学校の学習指導要領においては、社会科、家庭科、技術

・家庭科などで現行の規定に加え、消費者教育に関する内容を充実しました。ま

た、今回改訂された特別支援学校小・中学部の学習指導要領においては、社会科、

生活科、職業・家庭科などにおいて、消費者教育に関する内容が充実されました。

なお、今回改訂された学習指導要領は移行期間を経て、小学校は平成３２（２

０２０）年度から、中学校は平成３３（２０２１）年度から全面実施、高等学校

は移行期間を経て、平成３４（２０２２）年度から年次進行で実施となります。

① 就学前
就学前は、様々な気づきの体験を通じて、家族や身の回りの物事に関心を持ち、

それを取り入れる時期です。

生活の全体を通じ、様々な体験を積み重ねる中で相互に関連を持ちながら目

標が達成できることを目指します。

【 取 組 の 例 】

○ 保護者や幼稚園・保育所等への情報提供

○ 子育て支援団体等を活用した啓発

○ 親子で学べる啓発講座の開催

【 連 携 機 関 】

○ 国、市町村 ○ 金融広報委員会（※） ○ 幼稚園、保育所

○ 環境団体 ○ 特別支援学校 ○ 子育て支援団体 ○ 国民生活センター
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（※）生活設計の策定と健全な家計運営のため、くらしに身近な金融経済情報の提供、生活

設計の勧奨、金融・金銭教育の普及活動の推進に努めている組織です。（県、日本銀行

福島支店、財務事務所、県内金融機関団体等によって構成されているものです。）
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② 小学校・特別支援学校小学部
小学生は、主体的な行動、社会や環境への興味を通して、消費者としての素地

の形成が望まれる時期です。

小学校社会科では、販売の仕事が消費者の多様な願いを踏まえ売り上げを高め

るよう工夫して行われていることや、小学校家庭科では、物や金銭の使い方と買

い物について消費者の役割が分かることなどを指導することとしています。

そのほか、インターネット・携帯電話などの使い方の注意点、放射線の基礎知

識等の消費者教育を行います。

【 取 組 の 例 】

○ 学習指導要領に基づく指導への支援

○ 専門施設等（※）での学習への支援

○ 小学校への専門講師等の派遣

○ 親子で参加できる啓発講座、講演会等の開催

○ 小学校及び保護者への情報提供

○ 学童保育等を活用した啓発

○ 消費者教育用教材の活用

○ 教職員の研修講座開催

【 連 携 機 関 】

○ 国・市町村 ○ ＰＴＡ連合会

○ 小学校 ○ 学童保育クラブ

○ 特別支援学校 ○ 子育て支援団体

○ 国民生活センター ○ 環境団体

○ 金融広報委員会（注４。Ｐ28参照）

（※）教育施設や環境学習施設等
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③ 中学校・特別支援学校中学部
中学生は、行動の範囲が広がり、権利と責任を理解し、トラブル解決方法の理

解が望まれる時期です。

中学校社会科（公民的分野）では、個人や企業の経済活動における役割と責任

や、消費者の保護とその意義を理解すること、中学校技術・家庭科（家庭分野）

では、売買契約の仕組みについて理解することや、消費者被害の背景とその対応

について理解することなどを指導することとしています。

また、インターネット・携帯電話などの使い方の注意点を学習するなど、生徒

が自立した消費者として成長するための基盤を培う消費者教育を実施します。

【 取 組 の 例 】

○ 学習指導要領に基づく指導への支援

○ 専門施設等での学習への支援

○ 中学校への専門講師等の派遣

○ 中学生向けパンフレット等の作成、配布

○ 啓発講座、講演会等の開催

○ 中学校及び保護者への情報提供

○ 教職員の研修講座開催

【 連 携 機 関 】

○ 国、市町村 ○ 県弁護士会・司法書士会

○ 中学校 ○ ＰＴＡ連合会

○ 特別支援学校 ○ 環境団体

○ 国民生活センター

○ 金融広報委員会
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④ 高等学校・特別支援学校高等部
高校生は、生涯を見通した生活の管理や計画の重要性、社会的責任を理解し、

主体的な判断が求められる時期です。

公民科においては、多様な契約及び消費者の権利と責任等に関し身に付けるよ

う指導することが記されており、家庭科においては、消費者保護の仕組み等を身

に付けるほか、持続可能な消費について理解するとともに、持続可能な社会へ参

画することの意義等について理解するよう指導することが示されています。

【 取 組 の 例 】

○ 学習指導要領に基づく指導への支援

○ 専門施設等での学習への支援

○ 高等学校への専門講師等の派遣

○ 高校生向けパンフレット等の作成、配布

○ 啓発講座・講演会等の開催

○ 高等学校及び保護者への情報提供

○ 教職員の研修講座開催

【 連 携 機 関 】

○ 国、市町村 ○ 県弁護士会・司法書士会

○ 高等学校 ○ ＰＴＡ連合会

○ 特別支援学校 ○ 環境団体

○ 国民生活センター

○ 金融広報委員会
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⑤ 大学、専門学校等
大学生、専門学校等の学生は、生活において自立を進め、消費生活のスタイルや

価値観を確立し自らの行動を始める時期です。

学生に対しては、入学時のガイダンス等のなるべく早い段階に契約に関するト

ラブルやその対処方法についての啓発を行い、また、学生に対する各種の消費生

活や消費者問題に関する情報や知識の提供の機会の拡大を目指します。また、教

職員が学生の消費生活に関する指導を行うための情報や知識を提供します。

成年と未成年が混在する大学等においては、消費者の権利と責任が大きく変化

することを踏まえ、学生の持つ様々な側面に応じ、大学等として積極的に消費者

教育に取り組むことが求められています。

【 取 組 の 例 】

○ 大学・専門学校の新入生オリエンテーション等への専門講師等の派遣

○ 大学・専門学校等への情報提供

○ 若者向けパンフレット等の作成、配布

○ 啓発講座・講演会等の開催

○ 大学と連携した消費者問題等に関する啓発事業等への支援

○ 消費生活に関する活動等への支援

○ 県消費生活センターでの研修・体験の受け入れ

【 連 携 機 関 】

○ 大学・専門学校等 ○ 金融広報委員会

○ 国、市町村 ○ 県弁護士会・司法書士会

○ 国民生活センター ○ 環境団体
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（２）地域社会

① 地域
消費者教育については、消費生活センター等を推進拠点としていきます。地域

の消費生活センターは、消費生活相談を受けることで、個別の消費者被害を救済

するだけではなく、商品・サービスの基礎知識や契約知識、最新の消費生活に関

する情報を発信するなどの啓発活動も行っていきます。

公民館、図書館を始めとする社会教育施設においては、地域の人々に身近な学

習や交流の場として、消費者問題に関する普及・啓発を実施するなど大きな役割

を果たしています。

また、消費者の属性に応じた各種コミュニティ、例えば、自治会、ＰＴＡ、子

育てサークル、老人クラブ等を活用した消費者教育の取組が期待されます。

特に、高齢者の消費生活相談件数の増加率は、高齢化率と比較してもそれを大

きく上回っていることから、高齢者に対しては一層配慮し、消費者教育を進めて

いく必要があります。高齢者に対しての消費者教育は、身近な地域での取組みを

主に行っています。

具体的には、町内会や地域の学習会の活用等が、有効と考えられ、高齢者が巻

き込まれやすい消費者トラブルの手口と対策等についての周知・啓発や民生委員

・児童委員、地域包括支援センター等の高齢者を見守る立場の方々への周知・啓

発を増やしていきます。また、高齢者本人やその家族向けに様々な媒体を活用し

て啓発、情報提供を行うなどの取組みを進めていきます。そのほか、高齢社会の

進展や家族形態の変化による高齢者や障がい者の地域での支え合いが求められて

いることから、地域の見守りネットワークの充実を図るなど、その活動の中で、

消費者教育、啓発活動を強化していきます。

そのほか、地域には様々な特性の消費者がいますので、その特性に配慮して実

施します。

本県においても、相談件数に占める高齢者の割合は、長期的に見ると増加傾向に

あります。
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【 連 携 機 関 】

○ 国、市町村 ○ 金融機関

○ 国民生活センター ○ 医療機関

○ 社会福祉協議会 ○ 労働福祉協議会

○ 地域包括支援センター ○ 事業者、事業者団体

○ 民生児童委員協議会 ○ 報道機関

○ 老人クラブ ○ 消費者団体

○ 子育て支援団体 ○ 環境団体

○ 障がい者団体 ○ 農業団体

○ 福祉関係団体 ○ 防犯協会

○ 金融広報委員会

○ 自治会

○ 県弁護士会・司法書士会
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② 家庭
家庭においては、子どもに対して親などの保護者が小遣いの与え方を考え、買

い物を手伝わせることなどにより、金銭や物を大切に扱うことについての意識を

子どもに身に付けさせていくことが大切です。また、携帯電話やインターネット

等の使い方について、家族で考え、家庭でのルールづくりを行うことも重要です。

また、保育所、幼稚園や小学校などで学んだ知識を、子どもたちが家庭での会

話の中で保護者に伝え、知識の共有化を図ることも大切です。

また、高齢者世帯を狙った詐欺的な勧誘の被害を防止するため、世帯が別にな

っていても家族間で常に情報共有をしていくことも重要です。

【 連 携 機 関 】

○ 国、市町村

○ 国民生活センター

○ 幼稚園、保育所、小学校

○ 金融広報委員会

○ 子育て支援団体
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（３）職域
従業者もまた消費者です。

事業者が、入社時のガイダンス等のなるべく早い段階に契約に関するトラブル

やその対処方法についての啓発を行うことが重要であり、そうした取組みを支援

します。また、事業者が従業者の消費生活に関する指導を行うための情報や知識

を提供します。

また、公正かつ持続可能な社会を形成する重要な構成員として、従業者に対し、

コンプライアンスの強化や概念の普及、（※）エシカル消費の概念の普及、消費者志

向経営の視点を持って従業者となるための教育や研修、情報提供等を行うことは、

健全な市場の形成に繋がることとなります。これは、消費者市民社会の形成とい

う観点からも、また、消費者の安全・安心の確保という観点からも重要です。

【 連 携 機 関 】

○ 国、市町村

○ 国民生活センター

○ 事業者、事業者団体

○ 商工団体

○ 金融広報委員会

○ 県弁護士会・司法書士会

○ 労働福祉協議会

（※）エシカル消費については、Ｐ７参照。
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２ 消費者教育の人材の育成・活用

消費者自身が合理的な意思決定を行い、被害を認識し、危害を回避したり、被害

にあった場合に適切に対処することができる自ら考え自ら行動する自立した消費者

となるためには、学校や地域、家庭、職域等様々な場での消費者教育が必要です。

現在、学校教職員、専門家、消費者団体等さまざまな人が消費者教育の担い手と

して活動していますが、その数は限られています。そのため、消費者教育の担い手

となっている方々との連携・協働、活動への支援のほか、新たな消費者教育の人材

を育成します。

また、消費者教育を担う多様な関係者をつなぐためには、間に立って調整する

役割を担うコーディネーター等が必要です。
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３ 教材等の作成・活用

国の機関や消費者団体なども含め、様々な主体により作成される多様な教材等

の有効活用を促していきます。

様々な主体が学校向けの教材を作成するに際しては、学校現場で実際に使われ

るものになるよう学習指導要領等の趣旨を反映したものにすることが期待されま

す。

なお、消費者庁では、「消費者教育ポータルサイト」で消費者教育教材等を紹介

しているほか、全国の全ての高等学校等の授業で活用されるよう、消費者教育教

材「社会への扉」を作成しています。

また、県のホームページ「消費者教育専用サイト」に県や関係団体の取組や各種

教材等の情報を掲載し、さらに充実させていきます。
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【社会への扉（消費者庁作成パンフレット】（表紙）
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※ Ｐ１、Ｐ２のみ抜粋（クイズ形式部分）
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【福島県（消費生活課）作成パンフレット（主なもの）】（表紙）

① だまされないで！悪質商法（高齢者向け） ② ＣＯＮＳＵＭＥＲ’Ｓ ＥＹＥ
（学生・社会人向け）
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４ 当面の重点事項

消費者教育の取り組むべき課題は、社会経済情勢の変化により変わっていくも

のであり、県としては、国の「消費者教育の推進に関する基本的な方針」も踏ま

え、当面、以下の事項を重点的に推進します。

① 若年者への消費者教育

民法の成年年齢が引き下げられることも踏まえ、若年者の消費者被害の防止

・救済のため、また、自主的かつ合理的に社会の一員として行動する自立した

消費者の育成のための効果的な消費者教育の方策として、学校における消費者

教育の推進を図る。

② 消費者の特性に配慮した体系的な消費者教育の推進

若年者への消費者教育に加え、年齢、性別、障害の有無のほか、消費生活に

関する知識の量や情報通信機器の利用状況などの消費者の特性に配慮しつつ、

様々なライフステージに応じて生涯を通じた切れ目のない学びの機会を提供す

る。

特に、高齢者への消費者教育については、高齢化が進展し、一人暮らし世帯

が増加する中、高齢者を見守る立場の方々を含めて、高齢者に身近な地域での取

組を行っていくことにより、効果的に消費者教育を推進する。

③ 高度情報通信ネットワーク社会の発展に対応した消費者教育の推進

幅広い年齢層で日常生活に浸透しているインターネットの有用性を理解しつ

つ、セキュリティやリスクを自ら管理・配慮する必要があることについての意識

を持つことや情報リテラシーの向上を図ることを含む消費者教育を推進する。

④ 食と放射能に関するリスクコミュニケーションの推進

消費者庁が実施している「風評被害に関する消費者意識の実態調査」によると、

食品に含まれる放射性物資への不安は薄れつつある一方、情報を十分に得ていな

いとする人も一定数存在することから、引き続き、食と放射能に関するリスクコ

ミュニケーションに積極的に取り組んでいく。

具体的には、平成２８年度から実施している「学校教員向け出前講座」にさら

に力を入れるなど、学校教育において、消費者教育を受ける機会が設けられるよ

う取り組むとともに、引き続き、出前講座など、高齢者等に対する消費者教育の

取組や消費者教育に係る人材を育成する事業等を実施していきます。

また、「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」（平成３

０年２月２０日若年者への消費者教育の推進に関する４省庁関係局長連絡会議決

定）において示された、消費者教育教材「社会への扉」の活用等について、国と連

携しながら進めていきます。

さらに、食と放射能に関するシンポジウムや説明会を開催するなど、消費者に対

し、食と放射能に関する正確な知識や情報を提供していきます。
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Ⅳ 関連する他の消費者施策との連携

１ 消費者の安全・安心の確保

消費者施策の中で、消費者の安全・安心の確保は最も基本的な事項です。

県では、「福島県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」等に基づき、経

済社会の発展に即応して県民の消費生活の安定及び向上を図る総合的な施策を策

定し、実施していますが、その施策が実効性を持ち、消費者の安全・安心が確保

されるためには、消費者が受け身の立場ではなく、自らの情報の収集、知識の習

得、そして情報を提供していくことが不可欠であり、このための受信力や発信力

を育成していきます。

消費者の毎日の暮らしに欠かせない食の安全・安心の確保は、極めて重要で

あり、多くの消費者が高い関心をもっています。

経済の発展に伴い、ライフスタイルの変化や生産、流通のあり方が変化し、

また、世界中からのさまざまな食品を食べることができるようになるなど、豊

かな食生活を送っています。しかし、その一方で、食の安全をめぐって、国内

外の食品の偽装、食品添加物、残留農薬問題等の多くの消費者問題が生じてい

ます。

県では、食の安全・安心の確保のため、消費者や生産者、事業者等と情報を

共有しながら、様々な施策を展開していきます。

また、東京電力福島第一原子力発電所事故による放射能の影響により、食の安

全への関心が高まっていることから、消費者教育としてリスクコミュニケーショ

ンを積極的に実施することにより、食と放射能に関する理解を深めていきます。

食と放射能に関する消費者の理解を深めることは、風評被害の払拭という観点

からも喫緊の課題です。

平成２９年度までに、県内各地で食と放射能に関するリスクコミュニケーシ

ョンを４２７回開催し、約２２，０００人の方々に参加いただきました。放射

線が身体に及ぼす影響や食品中の放射性物質の基準値の説明のほか、食品の放

射能簡易分析装置での測定実演を行い、多くの方々の食の安全・安心の確保の

一環となっております（アンケート結果は３７、３８ページのとおりです）。

平成３０年度も平成２９年度と同様に７５回以上の開催を予定しており、今

後も自立した消費者の育成、消費者市民社会の形成に向け、積極的に取り組ん

でいきます。



- 31 -

◆ 食と放射能に関するリスクコミュニケーション

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故により消費者の食の

安全への関心が高まっています。県では、消費者庁及び市町村と連携し、放射能

や食の安全性をテーマとした学識経験者等の講演や食品の放射能簡易分析装置に

よる測定実演などを行い、消費者に対して食と放射能に関する知識や情報を提供

することに努めています。

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

シンポジウム － 1 1 2 2 2 2

回数

説明会 － 38 65 69 75 76 75

回数

アカデミー 3 10 6 － － － －

回数

回数計 3 49 72 71 77 78 77

参加者計 470 2,269 2,558 4,625 5,065 4,096 3,192
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平成２９年度食の安全・安心アカデミーシンポジウム

アンケート集計結果

１ 基調講演「福島の復興と食の安全」はいかがでしたか？

２ パネルディスカッション「広げよう安心の輪～今、わたしたちにできること～」の各パネ

リストの説明と意見交換はいかがでしたか？

３ 今日のシンポジウムに参加して食の安全（放射能との関連）に関するあなたの考え方、感

じ方は変わりましたか？
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平成２９年度食と放射能に関する説明会

アンケート集計結果
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２ 苦情処理・紛争解決の促進

消費者被害に遭わない消費者の育成も消費者教育の大きな目的ですが、被害に

あってしまった場合に、被害を認識し、適切に対処できる能力を育成することも

重要です。消費者の被害の適切かつ迅速な救済のため、消費生活相談窓口の充実

を進めていき、対応する消費生活相談員の人材の確保と資質の向上に努めていき

ます。

また、不当な取引に対する指導の強化等の消費者行政体制の強化を進めていき

ます。

【 連 携 機 関 】

○ 国、他都道府県、市町村

○ 国民生活センター

○ 県弁護士会・司法書士会

○ 法テラス
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Ⅴ 計画の推進体制、進行管理

県内の消費生活の安定及び向上に寄与するため、関係機関相互の連携の強化

を図り、消費者教育を総合的・一体的に推進するため設置された「福島県消費

者教育推進地域協議会」において、構成員相互の情報交換及び調整を行い、消

費者教育を推進していきます。

本計画の推進に当たっては、社会経済情勢の変化、多様化する県民ニーズに対

応するため、具体的な施策の事業として、「消費者教育関係事業一覧」を毎年度

作成の上、消費者教育の推進を目的として設置している福島県消費者教育推進地

域協議会等において実施状況を把握し、目標値を立てるなどして、次年度以降の

対応に生かすこととします。

また、国の基本方針の見直しや本県の社会経済情勢の変化等に適切に対応する

よう本計画を見直し、消費者教育を総合的・一体的に推進していきます。
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